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港湾行政マネジメントに関する基本的な枠組み（案）

資料３

1.港湾行政のマネジメント主体から見た関係者の整理
2.港湾活動に対する影響マップ
3.港湾行政マネジメントサイクルの確立に向けた検討事項
4.港湾行政マネジメントの基本サイクルと検討事項
5.使命および目標等の明確化
6.港湾行政マネジメントの導入イメージ（案）
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1) 港湾行政のマネジメント主体から見た関係者の整理 （相関図）

港湾管理者港湾管理者

港湾の利用者港湾の利用者
（（物流事業者物流事業者、、

荷主荷主等）等）

関係行政機関関係行政機関
（（通関通関、、検疫、検疫、
入管、海保等入管、海保等））

国国
（（国土交通省国土交通省港湾局、港湾局、

地方整備局等）地方整備局等）

国民国民
（エンドユーザー、（エンドユーザー、

納税者納税者等等））

地域住民地域住民
（居住者、（居住者、
漁業者漁業者等等））

■国の港湾行政マネジメント ■国と港湾管理者が連携した
港湾行政マネジメントのイメージ

港湾管理者港湾管理者
港湾の利用者港湾の利用者

（（物流事業者物流事業者、、
荷主荷主等）等）

関係行政機関関係行政機関
（（通関通関、、検疫、検疫、
入管、海保等入管、海保等））

国国
（（国土交通省国土交通省港湾局、港湾局、

地方整備局等）地方整備局等）

国民国民
（エンドユーザー、（エンドユーザー、

納税者納税者等等））

地域住民地域住民
（居住者、（居住者、
漁業者漁業者等等））

連連 携携

マネジメントマネジメント
主体主体 マネジメント主体マネジメント主体



関係行政機関 国 地域住民等

納税者
エンド
ユーザー

通関、検疫、
入管、海保等

国土交通省港湾局、
地方整備局等

物流
事業者

荷主
居住者、
漁業者等

計画段階

施工段階

供用段階

Next Step 　　　時期の計画・施工・供用段階へと発展

港湾利用者国民等
港湾管理者
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2) 港湾活動に対する影響マップ

港湾計画
の策定

技術的助言、関係
する港湾管理者間調整

（地方整備局等）

重要港湾の港湾計画
審査（国土交通大臣）

                  事業実施に向けた検討
・「必要性」、 「効率性」 、「緊急性」から事業計画
を検討、公表

・効率的
な事業計
画の要
求

・物流コ
ストが低
減する事
業の要求

・地域住民等の意
向を取り入れ、周
辺環境に配慮した
事業実施の要求

・港湾利用者の意
向を取り入れた事
業実施の要求

・地域住民等の意向
を取り入れ、周辺環
境に配慮した計画
の策定要求

・港湾利用者の意
向を取り入れた計
画の策定要求

・各種施策
の取組状
況・港湾整
備への要請

・事業
費縮減
による
租税の
効果的
使用の
要求

・港湾工事の施工
時における港湾
機能の水準確保
等の要請
・港湾施設の早期
供用の要求

・港湾工事の施
工時における環
境被害・漁業損
失への対策補償
等の要求

・港湾工事の施
工時における海
上・陸上交通等
の安全確保等
の要求
・リサイクル等
の推進の要求

・物流
コスト
に影響
を与え
ない施
工の要
求

           年度事業実施計画の策定
・漁業補償、安全対策等の実施条件の整備
・新技術の導入等の技術的検討
・個別の調査、設計

            建設工事等の事業の施工
・個別の工事の発注
・個別の工事の監督検収

技術的助言、関係する
港湾管理者間調整
（地方整備局等）

国有施設の管理委託
（地方整備局等）

・民間事
業者の
設備投
資

物流機能を発揮する
埠頭として全体管理

・港湾サービスの
向上による物流コ
スト削減の要望

・良好な生活環境，
漁労環境確保の要
望

・港湾サービスの水
準に関する有益な情
報提供の要望

・港湾活動に関す
る学習・見学の機
会提供への要請

    物流埠頭の経営
・ポートセールス等の利
用振興活動の展開
・港湾諸手続きの円滑化
の促進
・港湾管理者財政の改
善

保安業務の実施

改良、維持業務の実施
・港湾利用に伴う居
住環境，漁労環境
への影響に関する
意見の提供

・港湾サービスの水
準、施設状況に関す
る意見の提供

        港湾活動に関する情報等の開示
・港湾統計等の情報提供
・港湾活動に関する学習・見学等

・港湾
施設の
能力を
最大限
に活用
するた
めの有
効的な
港湾運
営の要
望

・物流コ
ストの
低減に
よる高
質で安
価な商
品の購
入への
要望

施設計画等の
原案の策定
（直轄施設等）

施設計画等の
原案の策定
（補助施設等）

港湾利用に係る諸
手続円滑化の支援
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検討①：行政の効率化、説明責任の履行、現場の改革に資するアウトカム指標の検討
→誰（国民、ﾕｰｻﾞｰ、現場等）にとってのどのような指標とするか？
→マネジメントの単位や評価の単位をどのように考えるか？
→指標の目標値設定や実績値のデータ取得体制はどうあるべきか？

検討②：アウトカム指標の達成度評価とマネジメントサイクル確立に向けた検討
→指標の達成度や未達成の状況をどう評価するか？
→評価結果の予算などへのフィードバックをどう行うか？
→評価の関連主体（国、港湾管理者、関係省庁等）に応じた評価はどうあるべきか？

計画・目標等の設定①⑨
（社会資本整備重点計画、港湾計画等）

予算の決定③

施策・実施事業選定②
(新規事業採択時評価・再評価)

事業・施策の実施④

施策改善・予算等の検討･フィードバック

⑧⑫

PLAN

DO

SEE

公表
公表

政策ﾁｪｯｸｱｯﾌﾟ(業績測定)⑤
政策レビュー⑥
事業評価(再評価・事後評価)⑦

マネジメント評価⑪

ACTION

CHECK

現場におけるマネジメント

改革⑩

①計画目標等の設定
②施策・実施事業選定
③予算の決定
④事業・施策の実施
⑤業績測定
⑥政策レビュー
⑦事業評価
⑧施策改善・予算等の検討

導入済みプロセス

⑨国民および使う側に立った指標の
整備(アウトカム指標)

⑩現場におけるマネジメント改革
(日々の改善)

⑪マネジメント評価
⑫組織・予算・人事等へのフィード

バック

新たな導入ﾌﾟﾛｾｽ（案）

3）港湾行政マネジメントサイクルの確立に向けた検討事項
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4) 港湾行政マネジメントの基本サイクルと検討事項

行政の効率化、説明責任の履行、現場改革の実現を目指した港湾行政マネジメ
ントサイクルの確立を目指し、これまでのサイクルに加えて下記を検討する。

【①使命および目標等の明確化】
・港湾行政の使命、目標など戦略プランの
明確化

【⑤目標値の達成度比較・分析等】
・目標値の達成度など、指標を比較・分析

【②指標の選定】
・アウトカムの流れ図（ロジックモデル）に
よるアウトカムの選定
・アウトカム指標候補の選出
・アウトカム指標の選出

【③目標値の設定】
・目標値の決定、合意の形成

【④指標のフォローアップの検討】
・データの収集方法、時期、保存等の検討
・指標のフォローアップ

第
２
回
研
究
会
（前
回
）

第
３
回
研
究
会
（今
回
）

第
４
回
研
究
会

①使命および目標等
の明確化

③目標値の設定

②指標の選定

④指標のフォロー
アップの検討

次年度のPDCAサイクルへ
の反映

PLAN

DO

SEE

公表 公表

⑤目標値に対する達成度
の比較・分析

ACTION

CHECK

■港湾行政マネジメントの基本サイクルと検討事項



5) 使命および目標等の明確化　（港湾行政の戦略プラン）

港湾行政の使命
　  1.生き生きとした暮らし
　　2.活力ある経済社会
　　3.日々の安全
　　4.美しく良好な環境
　　5.多様性ある地域

国土交通省の使命
人々の生き生きとした暮らしと、これ
を支える活力ある経済社会、日々
の安全、美しく良好な環境、多様性
ある地域を実現するためのハード・
ソフトの基盤を形成すること。

国土交通省の使
命を実現するため

1.活力
国際競争力の強化と国民生活の質の向
上に資する海上輸送サービスの確保・産
業空間の形成

1.国際海上
コンテナ輸
送の進展
に対応した
物流ネット
ワークの形
成

2.産業競
争力を強
化する多
目的国際
ターミナル
の拠点的
再配置

3.複合一
貫輸送等
に対応した
国内海上
輸送ネット
ワークの
形成

4.港湾及
び航路に
おける安
全と海上
輸送にお
ける信頼
性の確保

3.環境
循環型社会の構築など環境問題への対応

1.港湾を拠
点とする広
域的な静
脈物流シ
ステムの構
築

2.港湾、
海域にお
ける良好
な環境の
形成

3.良好
な海洋
環境の
形成

4.廃棄
物処理
対策の
推進

2.安全
安全で安心な地域づくり

1.地震時
等災害時
における
物流及び
臨海部防
災拠点機
能の確保

2.海上
レクリ
エーショ
ン活動
等の安
全性の
確保

3.港湾に
おけるテ
ロ等に備
えた保安
レベルの
向上

4.暮らし
みなとまちづくりの推進

2.港湾空
間におけ
る良好な
環境の実
現

効率性・透明性
効率的で透明性の高い行政の実現

　1.効率的・効果的な行政運営
　　①運営手続きの簡素化・迅速化
　　②コスト等縮減への対策
　2.国民に開かれた行政運営
　　①行政情報等の公開
　　②PIの実施

国際海
上コン
テナ
ターミ
ナルの
整備

情報
化、24
時間フ
ルオー
プン化
の推進

多目的
国際
ターミ
ナルの
整備

複合一
貫内貿
ターミ
ナルの
整備

臨港交
通施設
の整備

国際幹
線航路
の整備

総合静
脈物流
拠点港
（リサイ
クル
ポート）
の形成

静脈物
流ネッ
トワー
クの構
築

干潟等
の保
全・再
生・創
造の推
進

湾内
海洋
環境
の形
成

廃棄
物海
面処
分場
の整
備

広域廃
棄物処
分場
（フェ
ニック
ス）の
整備

スー
パー
フェ
ニック
ス事業
の推進

耐震強
化岸壁
等の整
備

プレ
ジャー
ボート
の係
留・保
管対策
の推進

沈廃船
処理対
策の推
進

港湾施
設の保
安対策

港湾施
設のバ
リアフ
リー化
の推進

みなと
まちづ
くりの
推進

港湾緑
地の整
備

1.地域交
流拠点と
してのみ
なとまち
づくりの
推進

国土交通省の基本的な目標
1.自立した個人の生き生きとした

3.安全の確保（情報共有と国民の主体的行動）

5.多様性ある地域の形成（個性と自立）

暮らしの実現（多様性と自由な選択）
2.競争力のある経済社会の維持・発展（国際競争力と時代潮流）

4.美しく良好な環境の保全と創造（地球環境と美しい日本）

使
　
命

目
　
標

施
　
策

事
　
業

資料）「社会資本整備重点計画」、「国土交通省の使命、目標、仕事の進め方(H13.1)」などより作成

の実現

5
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6) 港湾行政マネジメントの導入イメージ（案）

平成平成1818年度年度平成平成1717年度年度平成平成1616年度年度

SEE ACTION

CHECK

【年次成果
レポート（仮

称）】

港
湾
行
政
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
サ
イ
ク
ル

DO DO⑩現場におけるﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ改革（試行） ⑩現場におけるﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ改革

③予算の決定

②施策・実施
事業選定

PLAN

DO ④事業・施策の実施 ④事業・施策の実施

①計画・目標
等の設定

⑤政策ﾁｪｯｸｱｯﾌﾟ
⑥政策ﾚﾋﾞｭｰ
⑦事業評価

⑧施策改善・予
算等の検討・ﾌｨｰ
ﾄﾞﾊﾞｯｸ

ACTION

CHECK

③予算の決定

②施策・実施事業
選定

PLAN

⑨国民および使う側
に立った指標の整備
（試行）

公表

③予算の決定

②施策・実施事業選定

PLAN
①計画・目標等の設定
⑨国民および使う側に
立った指標の整備

【年次実行
プラン（仮称）】

公表

⑤政策チェックアップ
⑥政策レビュー
⑦事業評価

⑧施策改善・予算等の
検討・ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ

公表

【年次実行
プラン（仮称）】

①計画・目標等の
設定

⑪ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ評価（試行）

⑫組織・予算・人事等
へのﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ（試行）

・「安全」等、他分野のマネジメントの検討
・「物流」分野におけるマネジメントのフォローアップ

SEE

・「物流」分野のマネジメントの試行・「物流」分野のマネジメントの試行
・「物流」分野のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの本格導入・「物流」分野のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの本格導入

・「安全」等、他分野のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの試行・「安全」等、他分野のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの試行

本
研
究
会
に

・マネジメントの基本的な枠組みの構築
・「物流」分野のマネジメントの検討

・高度化へ向けた検討

公表

【中間とりまとめ）】

公表

【中間とりまとめ）】

⑨国民および使う側に
立った指標の整備

お
け
る
検
討




